
郵送により議決権を行使くださいますようお願い申し
あげます。
議決権行使期限
2019年６月20日（木曜日）午後５時まで

株主総会にご出席いただけない場合

第123回 定時株主総会

招 集 ご 通 知

澤藤電機株式会社

証券コード：6901

2019年６月21日(金曜日) 午前10時
受付開始　午前９時開催日時

群馬県太田市新田早川町３番地
当社本店会議室開催場所

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件
第３号議案　監査役３名選任の件
第４号議案　補欠監査役２名選任の件
第５号議案　  退任取締役及び退任監査役に

対し退職慰労金贈呈の件
第６号議案　役員賞与支給の件

議　　案
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ご挨拶

吉川 昭彦
代表取締役社長

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご
高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　第123回定時株主総会を６月21日（金）に開催い
たしますので、ここに招集のご通知をお届けいたし
ます。

　また、2018年度における事業状況ならびに今後の
取り組みについてご報告申しあげますので、ご高覧
ください。
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株主各位

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第123回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます。
［書面による議決権行使］
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2019年６月20日（木曜日）午
後５時までに到着するようご送付ください。

敬　具

1 日　　時 2019年６月21日（金曜日）午前10時（受付開始　午前９時）
2 場　　所 群馬県太田市新田早川町３番地　当社本店会議室

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
3 目的事項 報告事項 1．  第123期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結計算書類ならび

に会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2．第123期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件
第３号議案　監査役３名選任の件
第４号議案　補欠監査役２名選任の件
第５号議案　  退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
第６号議案　役員賞与支給の件

4 議決権の行使につい
てのご案内 ３頁に記載の【議決権行使等についてのご案内】をご参照ください。

以　上

証券コード 6901
2019年６月３日

群馬県太田市新田早川町３番地
澤 藤 電 機 株 式 会 社
代表取締役社長 吉川昭彦

第123回定時株主総会招集ご通知

記

◦   当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出願います。また、資源節約のため、本招集ご通
知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

◦   次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりま
すので、本招集ご通知には記載しておりません。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表

◦   株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイ
トに掲載させていただきます。

当社ウェブサイト（http://www.sawafuji.co.jp/）
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議決権行使等についてのご案内

議決権は、以下の２つの方法により行使いただくことができます。

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

株主総会にご出席される場合

郵送で議決権を行使される場合

2019年６月21日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）日時

2019年６月20日（木曜日）午後５時まで行使期限

群馬県太田市新田早川町３番地
当社本店会議室

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

場所

3
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株主総会参考書類

第1号議案 剰余金の処分の件

　当社は、経営環境及び長期事業計画に留意し、企業体質強化のための内部留保に配慮しつつ、安定的かつ継続的な
配当の実施を基本方針としております。
　当期の期末配当金につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下のとお
りといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式1株につき金 28円
配当総額 120,819,776円

剰余金の配当が効力を生じる日 2019年６月24日

4
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第2号議案 取締役９名選任の件

　取締役全員（９名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、社外取締役３名を含む取
締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 当社における地位及び担当 属　性

1  よ し  

吉
 

　
 か わ  

川
 

　
 あ き  

昭
 

　
 ひ こ  

彦 代表取締役社長 兼 執行役員社長 再 任

2  う ち  

内
 

　
の

野
 

　
 な お  

直
 

　
 あ き  

明 代表取締役 兼 専務執行役員 再 任

3 た

田
 

　
 じ ま  

島
 

　
 と も  

智
 

　
 ひ と  

仁 取締役 兼 専務執行役員 再 任

4 む

武　
と う

藤　　　
はじめ

啓 常務執行役員 新 任

5  し ば  

芝
 

　
 や ま  

山
 

　
 

　
 

　
 け い  

啓 取締役 兼 執行役員 再 任

6 く

久
 

　
の

野
 

　
 よ う  

陽
 

　
じ

二 取締役 兼 執行役員 再 任

7 お

小
 

　
 ま た  

俣
 

　
 ひ で  

英
 

　
 ゆ き  

之 取締役 再 任 社 外

8 く

久
め

米
 は ら  

原
 

　
 ひ ろ  

宏
 

　
 ゆ き  

之 取締役 再 任 社 外 独 立

9  あ ら  

荒
 

　
た

田
 

　
 け ん  

鎌
 

　
 き ち  

吉 取締役 再 任 社 外 独 立

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員

5
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候補者番号 １
 よ し  

吉
 

 
 か わ  

川
 

　
 あ き  

昭
 

 
 ひ こ  

彦
再 任

生年月日
1955年10月24日
所有する当社株式の数
3,600株
取締役会出席状況
12/12回

略歴、当社における地位、担当

1978年 ３ 月 日野自動車工業株式会社（現日野自動車株式会社）入社
2000年 ４ 月 同社日野工場機械部長
2002年 ６ 月 同社日野工場組立部長
2005年 ６ 月 同社日野工場副工場長
2006年 ５ 月 同社新田工場長代理兼新田工場工務部長
2007年 ６ 月 同社執行役員兼新田工場長
2010年 ６ 月 日野モータース マニュファクチャリング タイランド株式会社 取締役社長
2013年 ４ 月 日野自動車株式会社常務役員
2013年 ６ 月 同社専務取締役
2014年 ４ 月 同社取締役・専務役員
2014年 ６ 月 同社専務役員
2015年 ４ 月 当社顧問
2015
2018

年
年

６
６

月
月

当社代表取締役社長
当社代表取締役社長 兼 執行役員社長
現在にいたる

［現在の担当］
経営全般

取締役候補者とした理由
経営者として豊富な経験と幅広い見識を持ち、当社の代表取締役社長としてリーダーシッ

プを発揮しており、今後も当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上へ貢献
いただけるものと判断し、取締役として再任をお願いするものであります。

候補者番号 ２
 う ち  

内
 

 
の

野
 

　
 な お  

直
 

 
 あ き  

明
再 任

生年月日
1957年６月15日
所有する当社株式の数
3,600株
取締役会出席状況
12/12回

略歴、当社における地位、担当

1980年 ３ 月 日野自動車工業株式会社（現日野自動車株式会社）入社
2003年 ２ 月 同社パワートレーンＲ＆Ｄ部電子制御・噴射系設計室長
2004年 ２ 月 同社電子技術Ｒ＆Ｄ部長
2006年 ６ 月 同社電子設計部長
2010年 ６ 月 同社執行役員
2012年 ４ 月 同社常務役員
2015年 ４ 月 当社顧問
2015
2018

年
年

６
６

月
月

当社代表取締役専務
当社代表取締役 兼 専務執行役員
現在にいたる

［現在の担当］
経営全般、経営部門管掌

取締役候補者とした理由
当社の代表取締役としての担当職務を含む当社業務全般に精通しております。その豊富

な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため、取締役として再任をお願いする
ものであります。

6
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候補者番号 ３
た

田
 

 
 じ ま  

島
 

　
 と も  

智
 

 
 ひ と  

仁
再 任

生年月日
1957年10月18日
所有する当社株式の数
3,000株
取締役会出席状況
12/12回

略歴、当社における地位、担当

1982年 ４ 月 当社入社
2002年 ４ 月 当社第一事業本部開発部長
2008年 ６ 月 当社参与 購買部長
2010年 ６ 月 当社取締役
2012年 １ 月 サワフジ エレクトリック タイランド株式会社 代表取締役社長
2015年 ４ 月 当社顧問
2015
2018

年
年

６
６

月
月

当社常務取締役
当社取締役 兼 専務執行役員
現在にいたる

［現在の担当］
調達、生管、生産部門管掌

取締役候補者とした理由
当社入社以来、開発部長、購買部長、タイ現地法人の代表職を務めるなど、豊富な経験と

高い見識を有しております。その知識・経験を当社の経営に反映していただくため、取締役
として再任をお願いするものであります。

候補者番号 ４
む

武
 

 
と う

藤　
 

 　
は じ め

啓
新 任

生年月日
1956年８月１日
所有する当社株式の数
2,200株
取締役会出席状況
ー

略歴、当社における地位、担当

1981年 ４ 月 日野自動車工業株式会社（現日野自動車株式会社）入社
2003年 ２ 月 同社パワートレーンR&D部 中型エンジン設計室長
2013年10月 同社パワートレーン営業部長
2017
2017
2018

年
年
年

２
６
６

月
月
月

当社顧問
当社常務取締役
当社常務執行役員
現在にいたる

［現在の担当］
開発管理部、営業部（OEM）担当

取締役候補者とした理由
開発、営業等の分野で豊富な経験と高い見識を有しております。その知識・経験を当社の

経営に反映していただくため、取締役として選任をお願いするものであります。

7
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候補者番号 ５
 し ば  

芝
 

 
 や ま  

山
 

　
 

 
 

　
 け い  

啓
再 任

生年月日
1957年７月７日
所有する当社株式の数
2,400株
取締役会出席状況
12/12回

略歴、当社における地位、担当

1980年 ４ 月 日本電装株式会社（現株式会社デンソー）入社
2000年 １ 月 同社電機技術１部スタータ設計室長
2004年 １ 月 同社電機品質保証部長
2008年 １ 月 天津電装電機有限公司副総理
2012年 １ 月 株式会社デンソー電機技術２部オルタネータ設計室長
2013年 ３ 月 DENSO INDIA PVT.,LTD. Technical Director
2015年 ４ 月 株式会社デンソー電機技術部次長
2017年 ４ 月 当社顧問
2017
2018

年
年

６
６

月
月

当社取締役
当社取締役 兼 執行役員
現在にいたる

［現在の担当］
品質、生産技術部門管掌

取締役候補者とした理由
開発、設計、品質保証等の分野で豊富な経験と高い見識を有しております。その知識・経

験を当社の経営に反映していただくため、取締役として再任をお願いするものであります。

候補者番号 ６
く

久
 

 
の

野
 

　
 よ う  

陽
 

 
じ

二
再 任

生年月日
1962年11月30日
所有する当社株式の数
1,600株
取締役会出席状況
12/12回

略歴、当社における地位、担当

1985年 ４ 月 日野自動車工業株式会社（現日野自動車株式会社）入社
2003年 ２ 月 同社経理部経営情報企画グループ長
2003年 ６ 月 同社経理部経理室財務計算グループ長
2006年 ２ 月 日野モータース マニュファクチャリング タイランド株式会社出向
2010年 ２ 月 日野自動車株式会社経理部関連事業室主査
2011年 ２ 月 同社監査室長
2013年 ２ 月 当社参与
2013年 ６ 月 当社参与 経理部長
2015
2018

年
年

６
６

月
月

当社取締役
当社取締役 兼 執行役員
現在にいたる

［現在の担当］
管理部門管掌

取締役候補者とした理由
当社入社以来、経理部長を務めるなど、豊富な経験と高い見識を有しております。その知
識・経験を当社の経営に反映していただくため、取締役として再任をお願いするものであり
ます。

8
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候補者番号 ７
お

小
 

 
 ま た  

俣
 

　
 ひ で  

英
 

 
 ゆ き  

之
再 任 社 外

生年月日
1958年10月４日
所有する当社株式の数
0株
取締役会出席状況
10/12回

略歴、当社における地位、担当

1982年 ４ 月 日野自動車工業株式会社（現日野自動車株式会社）入社
2000年10月 同社日野工場機械部次長
2004年 ６ 月 同社海外生産統括部BR北米生産準備室長
2005年 ２ 月 同社日野工場機械部長
2006年 ２ 月 日野モータース マニュファクチャリング U.S.A.株式会社出向
2014年 ４ 月 日野自動車株式会社常務役員
2017

2019

年

年

６

２

月

月

当社取締役
現在にいたる
日野自動車株式会社専務役員
現在にいたる

重要な兼職の状況

日野自動車株式会社　専務役員

社外取締役候補者とした理由
日野自動車株式会社の専務役員としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映し

ていただくため、社外取締役として再任をお願いするものであります。

候補者番号 ８
く

久
め

米
 は ら  

原
 

 
 ひ ろ  

宏
 

 
 ゆ き  

之
再 任 社 外 独 立

生年月日
1944年１月24日
所有する当社株式の数
0株
取締役会出席状況
12/12回

略歴、当社における地位、担当

1984年 ２ 月 工学博士（現国立大学法人東京工業大学）
2003年 ５ 月 群馬大学（現国立大学法人群馬大学）工学部機械システム工学科教授
2007年 ４ 月 国立大学法人群馬大学大学院工学研究科生産システム工学専攻教授・専攻長
2009年 ４ 月 一般財団法人地域産学官連携ものづくり研究機構常務理事
2011年 ６ 月 当社監査役
2012年 ４ 月 国立大学法人群馬大学名誉教授
2014年 ５ 月 一般財団法人地域産学官連携ものづくり研究機構リサーチフェロー

現在にいたる
2015年 ６ 月 当社取締役

現在にいたる

重要な兼職の状況

一般財団法人地域産学官連携ものづくり研究機構　リサーチフェロー

社外取締役候補者とした理由
当社社外監査役在任期間中において、工学博士、大学教授としての豊富な経験と幅広い見

識に基づき、その職責を十分に果たしていただいており、また、同氏は監査を通じて当社の
業務内容に精通しております。その豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していた
だくため、社外取締役として再任をお願いするものであります。なお、同氏は、社外取締役
又は社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記
の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

9

取締役選任議案



株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2019/05/27 17:30:33 / 18491190_澤藤電機株式会社_招集通知（Ｃ）

候補者番号 ９
 あ ら  

荒
 

 
た

田
 

　
 け ん  

鎌
 

 
 き ち  

吉
再 任 社 外 独 立

生年月日
1945年８月16日
所有する当社株式の数
0株
取締役会出席状況
12/12回

略歴、当社における地位、担当

1970年 ３ 月 国産機械株式会社入社
1982年12月 同社取締役
1985年 ３ 月 同社取締役社長
2014年 ３ 月 同社取締役会長
2015年 ６ 月 当社取締役

現在にいたる

重要な兼職の状況

国産機械株式会社　取締役会長

社外取締役候補者とした理由
永年に亘る国産機械株式会社の最高経営責任者としての豊富な経験と幅広い見識を当社

の経営に反映していただくため、社外取締役として再任をお願いするものであります。

(注) １．小俣 英之氏は、日野自動車株式会社の専務役員であります。同社は当社の持株比率30.29％の株式を保有する株主であり、当社は同社との
間に製品販売等の取引関係があります。

２．荒田 鎌吉氏は、国産機械株式会社の取締役会長であります。同社は当社の持株比率0.03％の株式を保有する株主でありますが、当社は同社
との間に製品販売等の取引関係はありません。

３．その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
４．小俣 英之氏、久米原 宏之氏及び荒田 鎌吉氏は、社外取締役候補者であります。
５．小俣 英之氏は、現在社外取締役でありますが、在任期間は本株主総会の終結の時をもって２年となります。久米原 宏之氏及び荒田 鎌吉氏

は、現在社外取締役でありますが、在任期間は本株主総会の終結の時をもって４年となります。
６．小俣 英之氏は、前記略歴のとおり、当社の特定関係事業者である日野自動車株式会社の業務執行者であります。
７．小俣 英之氏は、当社の特定関係事業者である日野自動車株式会社より報酬等を受けており、今後も受ける予定があります。
８．小俣 英之氏、久米原 宏之氏及び荒田 鎌吉氏は、当社との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に

基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額であります。また、本議案をご承認いただいた場合には、当社は３氏との当該契約を
継続する予定であります。

９．当社は、久米原 宏之氏及び荒田 鎌吉氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。両氏が選任された場合は、当社
は引き続き両氏を独立役員として届け出る予定であります。

10
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第3号議案 監査役３名選任の件

　監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役３名の選任をお願い
いたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 １
 き く  

菊
 

 
ち

地
 

　
 し ん  

伸
 

 
じ

二
新 任

生年月日
1963年７月27日
所有する当社株式の数
1,200株

略歴、当社における地位

1986年 ８ 月 当社入社
2010年 ７ 月 当社開発企画部長
2011年 ７ 月 当社開発管理部長
2013年10月 当社TQM推進部長
2018年 １ 月 当社監査役付

現在にいたる

監査役候補者とした理由
当社入社以来、開発管理部長、TQM推進部長を務めるなど、豊富な経験を持ち、その経

験と高い見識を当社監査体制の充実に反映していただくため、監査役として選任をお願いす
るものであります。
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候補者番号 ２
さ

佐
 

 
と う

藤
 

　
し ん

真
 

 
い ち

一
再 任 社 外

生年月日
1959年５月25日
所有する当社株式の数
0株
取締役会出席状況
6/12回
監査役会出席状況
7/12回

略歴、当社における地位

1982年 ４ 月 日野自動車工業株式会社（現日野自動車株式会社）入社
2007年 ６ 月 同社経理部関連事業室長
2008年 ６ 月 同社経理部長
2009
2014
2016
2017

2018
2018

年
年
年
年

年
年

９
２
４
６

４
６

月
月
月
月

月
月

日野モータース　マニュファクチャリング U.S.A.株式会社出向
日野自動車株式会社経理部長
同社常務役員
当社監査役
現在にいたる
日野自動車株式会社専務役員
同社取締役・専務役員
現在にいたる

重要な兼職の状況

日野自動車株式会社 取締役・専務役員

社外監査役候補者とした理由
日野自動車株式会社において培った豊富な経験と幅広い見識を、当社監査体制の充実に反

映していただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

候補者番号 ３
え

海
び

老
は ら

原 
じ

次
 

 
ろ う

郎
新 任 社 外

生年月日
1964年３月22日
所有する当社株式の数
0株

略歴、当社における地位

1988年 ４ 月 日本電装株式会社（現株式会社デンソー）入社
2008年 １ 月 同社EHV機器製造部長
2011
2013
2019

年
年
年

１
６
４

月
月
月

同社生産技術部長
同社常務役員
同社執行職
現在にいたる

重要な兼職の状況

株式会社デンソー 執行職

社外監査役候補者とした理由
株式会社デンソーにおいて培った豊富な経験と幅広い見識を、当社監査体制の充実に反映

していただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
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(注) １．佐藤 真一氏は、日野自動車株式会社の取締役・専務役員であり、同社は当社の発行済株式の総数の30.29％を有する株主であり、当社は同
社との間に製品販売等の取引関係があります。

２．海老原 次郎氏は、株式会社デンソーの執行職であり、同社は当社の発行済株式の総数の9.27％を有する株主であり、当社は同社との間に製
品販売等の取引関係があります。

３．その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
４．佐藤 真一氏及び海老原 次郎氏は、社外監査役候補者であります。
５．佐藤 真一氏は、現在社外監査役ではありますが、在任期間は本総会の終結の時をもって２年となります。
６．佐藤 真一氏は、前記略歴のとおり、現在及び過去５年間において当社の特定関係事業者である日野自動車株式会社の業務執行者であり、ま

た、海老原 次郎氏は、前記略歴のとおり、現在及び過去５年間において当社の特定関係事業者である株式会社デンソーの業務執行者であり
ます。

７．佐藤 真一氏は、当社の特定関係事業者である日野自動車株式会社より報酬等を受ける予定があり、過去２年間にも受けております。また、
海老原 次郎氏は、当社の特定関係事業者である株式会社デンソーより報酬を受ける予定があり、過去２年間にも受けております。

８．佐藤 真一氏は、当社との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令
の定める最低責任限度額であります。また、本議案をご承認いただいた場合には、当社は同氏との当該契約を継続する予定であり、海老原 
次郎氏との間においても当該契約を締結する予定であります。

13
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第4号議案 補欠監査役２名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役２名の選任をお願いいたしたいと
存じます。補欠監査役の候補者のうち、中村 克己氏は本総会において第３号議案が原案どおり承認可決された場合に
監査役に選任される菊地 伸二氏の補欠の監査役として、また松川 徹氏は、本総会において第３号議案が原案どおり
承認可決された場合に監査役に選任される佐藤 真一氏及び海老原 次郎氏の補欠の監査役として選任いただくことを
お願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 １
ま つ

松
 

 
か わ

川
 

　
 

　
 

 
と お る

徹
生年月日
1963年３月１日
所有する当社株式の数
0株

略歴、当社における地位

1987年 ４ 月 日野自動車工業株式会社（現日野自動車株式会社）入社
2012年 ２ 月 同社総合企画部長
2016年 ２ 月 同社アセアン事業部長
2018
2019

年
年

２
２

月
月

同社関連事業部長
同社常務役員
現在にいたる

重要な兼職の状況

日野自動車株式会社 常務役員

補欠社外監査役候補者とした理由
日野自動車株式会社において培った豊富な経験と幅広い見識を、当社監査体制の充実に反映
していただくため、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。
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候補者番号 ２
な か

中
 

 
む ら

村
 

　
か つ

克
 

 
み

己
生年月日
1960年11月18日
所有する当社株式の数
1,400株

略歴、当社における地位

1979年 ４ 月 当社入社
2009年 ６ 月 当社経理部管理課長
2011年 ６ 月 当社経理部会計課長
2017年11月 株式会社エス・エス・デー取締役
2019年 １ 月 当社監査役付

現在にいたる

補欠監査役候補者とした理由
当社入社以来、経理部管理課長、会計課長、株式会社エス・エス・デーの取締役を務める

など、豊富な経験を持ち、その経験と高い見識を当社監査体制の充実に反映していただくた
め、補欠監査役として選任をお願いするものであります。

(注) １．松川 徹氏は、日野自動車株式会社の常務役員であり、同社は当社の発行済株式の総数の30.29％を有する株主であり、当社は同社との間に
製品販売等の取引関係があります。

２．その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．松川 徹氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
４．松川 徹氏は、前記略歴のとおり、当社の特定関係事業者である日野自動車株式会社の業務執行者であります。
５．松川 徹氏は、当社の特定関係事業者である日野自動車株式会社より報酬等を受けており、今後も受ける予定があります。
６．松川 徹氏が社外監査役に就任された場合、当社との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、当該契約

に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額とする予定です。
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第5号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任されます渡部 尚由紀氏ならびに任期満了により監査役を退
任されます小原 賢二氏及び篠原 幸弘氏に対し、それぞれ在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従
い相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。
　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は退任取締役については取締役会に、退任監査役については監査役
の協議にそれぞれご一任願いたいと存じます。
　退任取締役及び退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏　名 略　歴

渡　部　尚由紀
2008年６月
2016年６月
2018年６月

当社取締役
当社常務取締役
当社取締役 兼 常務執行役員
現在にいたる

小　原　賢　二
2011年６月
2015年６月
2017年６月

当社常務取締役
当社専務取締役
当社常勤監査役
現在にいたる

篠　原　幸　弘 2015年６月 当社社外監査役
現在にいたる

第6号議案 役員賞与支給の件

　当事業年度末時点の取締役８名（うち社外取締役２名）に対し、当事業年度の業績及び従来の支給額等を勘案して、
役員賞与を総額36,951千円（取締役分35,895千円、社外取締役分1,056千円）を支給することといたしたく存じま
す。
　なお、各取締役に対する金額については、取締役会にご一任願いたいと存じます。

以　上

16

退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈議案、役員賞与支給議案



2019/05/27 17:30:33 / 18491190_澤藤電機株式会社_招集通知（Ｃ）

提供書面
事業報告（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

1 企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

売上高 31,151 百万円
(前期比0.9％増)

営業利益 671 百万円
(前期比50.0％増)

経常利益 788 百万円
(前期比43.1％増)

親会社株主に帰属する
当期純利益

545 百万円
(前期比112.1％増)

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度における当社グループを取り巻く経済環境は、国内では企業収益や雇用環境に改善がみられるな
ど、緩やかな回復が続きました。一方海外では、米国では着実に回復が続き、欧州、アジア新興国では緩やかな回
復基調が継続したものの、中国では持ち直しの動きに足踏みがみられ、また、各国の通商政策の動向による影響等
により、景気を下振れするリスクは依然として残っております。このような経済環境の下、当社グループは、各事
業の売上拡大に努めた結果、売上高は前連結会計年度と比べ２億83百万円増の311億51百万円（前連結会計年度
比0.9％増）となりました。

ご参考 （百万円）

30,868 31,151

第122期
（2018年3月期）

第123期
（2019年3月期）

売上高

447

671

第122期
（2018年3月期）

第123期
（2019年3月期）

営業利益

551

788

第122期
（2018年3月期）

第123期
（2019年3月期）

経常利益

257

545

第122期
（2018年3月期）

第123期
（2019年3月期）

親会社株主に帰属する
当期純利益
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企業集団の事業区分別売上状況

電装品事業 16,134百万円 （前期比 7.8％増 ）

　電装品事業とは、ディーゼルトラック・バス用スタータ、オルタ
ネータ、ＥＣＵ等の開発、製造、販売を主とする事業で、国内、海
外向けが堅調に販売を伸ばしました。その結果、電装品事業の売上
高は前期対比7.8％増の161億34百万円となりました。

14,967 16,134

前　期
（2018年３月期）

当　期
（2019年３月期）

売上高（単位：百万円）

51.8%

売上高構成比

発電機事業 8,601百万円 （前期比 4.7％減 ）

　発電機事業とは、可搬式発動発電機及び同製品用の発電体の開
発、製造、販売を主とする事業で、受託生産している発電機の販売
は前年並であったものの、自社ブランド発電機「ＥＬＥＭＡＸ」の
販売が中近東、中国向けを中心に低迷しました。その結果、発電機
事業の売上高は前期対比4.7％減の86億１百万円となりました。

9,024 8,601

前　期
（2018年３月期）

当　期
（2019年３月期）

売上高（単位：百万円）

27.6%

売上高構成比

冷蔵庫事業 5,951百万円 （前期比 6.6％減 ）

　冷蔵庫事業とは、各種車両用・船舶用電気冷蔵庫の開発、製造、
販売を主とする事業で、オーストラリア向けの販売が減少し、為替
の影響も受けた結果、冷蔵庫事業の売上高は前期対比6.6％減の59
億51百万円となりました。

6,373 5,951

前　期
（2018年３月期）

当　期
（2019年３月期）

売上高（単位：百万円）

19.1%

売上高構成比
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その他の事業 463百万円 （前期比 7.8％減 ）

　その他の事業とは、情報処理関連事業、運送事業、他を含む事業
で、情報処理関連事業が低迷したこと等により、減収となりまし
た。その結果、その他の事業の売上高は前期対比7.8％減の４億63
百万円となりました。

502 463

前　期
（2018年３月期）

当　期
（2019年３月期）

売上高（単位：百万円）

1.5%

売上高構成比

　利益面では、電装品事業における販売増に加え原価改善等を推進したことにより、営業利益は６億71百万円と前連
結会計年度と比べ２億23百万円の増益となり、経常利益は為替の影響があったものの、受取配当金の増加等により７
億88百万円と前連結会計年度と比べ２億37百万円の増益となりました。また、法人税等調整額１億12百万円を計上
したため、親会社株主に帰属する当期純利益は、５億45百万円と前連結会計年度と比べ２億88百万円の増益となり
ました。

ご参考 企業集団の事業区分別売上状況前期比較

第123期
（2019年3月期）

第122期
（2018年3月期）

16,134 8,601 5,951
463

14,967 9,024 6,373

（単位：百万円）

502

電装品事業 発電機事業 冷蔵庫事業 その他の事業

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中の当社グループの設備投資につきましては、新田工場の合理化・維持更新による設備投資、新
製品の設備対応、開発試験評価用設備を中心に総額７億58百万円実施いたしました。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度において、特記すべき資金調達は行っておりません。
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(2) 直前3事業年度の財産及び損益の状況

31,15130,86829,117 27,361

第120期
（2016年３月期）

第123期
（2019年３月期）

第122期
（2018年３月期）

第121期
（2017年３月期）

（単位：百万円）売上高

671

447408
478

第120期
（2016年３月期）

第123期
（2019年３月期）

第122期
（2018年３月期）

第121期
（2017年３月期）

（単位：百万円）営業利益
788

551
409

654

第120期
（2016年３月期）

第123期
（2019年３月期）

第122期
（2018年３月期）

第121期
（2017年３月期）

（単位：百万円）経常利益

545

257

388

499

第120期
（2016年３月期）

第123期
（2019年３月期）

第122期
（2018年３月期）

第121期
（2017年３月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

19,60818,952 19,588

7,286 8,112

20,981

8,785 8,657

第120期
（2016年３月期）

第123期
（2019年３月期）

第122期
（2018年３月期）

第121期
（2017年３月期）

8,657

（単位：百万円）総資産/純資産

126.48

59.63

17.99 23.15

第120期
（2016年３月期）

第123期
（2019年３月期）

第122期
（2018年３月期）

第121期
（2017年３月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

1,977.902,017.56

335.80 373.58

第120期
（2016年３月期）

第123期
（2019年３月期）

第122期
（2018年３月期）

第121期
（2017年３月期）

（単位：円）1株当たり純資産

第120期
（2016年３月期）

第121期
（2017年３月期）

第122期
（2018年３月期）

第123期
（当連結会計年度）
（2019年３月期）

売上高 (百万円) 29,117 27,361 30,868 31,151
営業利益 (百万円) 408 478 447 671
経常利益 (百万円) 409 654 551 788
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 388 499 257 545
１株当たり当期純利益 (円) 17.99 23.15 59.63 126.48
純資産 (百万円) 7,286 8,112 8,785 8,657
１株当たり純資産 (円) 335.80 373.58 2,017.56 1,977.90
総資産 (百万円) 18,952 19,588 20,981 19,608
(注) １．2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。第122期（2018年３月期）の期首に当該株式併合が

行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。
２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計年度より適用しており、繰延税

金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、前連結会計年度の金額は
組替え後の金額で表示しております。
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(3) 重要な子会社の状況

名称 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社エス･テー･エス 11百万円 100％ 運送事業

エンゲル・ディストリビューション
社 43百万円 100％ 冷蔵庫販売事業

サワフジ エレクトリックタイラン
ド株式会社 370百万円 74.00％ 電装品、発電機用発電体製造・販売事業

（注）当社の連結子会社であった株式会社エス・エス・デーは、2019年３月22日に清算結了したため、重要な子会社から除外い
たしました。

(4) 対処すべき課題
　今後の当社グループを取り巻く経営環境は、国内では景気は横ばいで推移するとみられ、中国、欧州では景気減速
感が強まりつつあり、また、各国の通商政策の動向、英国のEU離脱問題、北朝鮮情勢など不透明な要因もあります。
　当社グループは、このような経済環境のもと、以下の中期経営方針を掲げ、培ってきたコア技術を生かし、「『電
気』に関すること」のソリューション企業を目指します。
≪中期経営方針≫
　「従業員の笑顔を元に、顧客にとって真に魅力ある商品をタイムリーに市場提供し、確実に収益に結び付ける、好
循環サワフジサイクルを作り上げる」
＜売れて＞
お客様にとって魅力ある商品作り
・お客様のto Be（ありたい思い）を見抜き、コトづくりに繋がる魅力ある商品づくりを目指す
売れる戦略の造り込み
・徹底した勝ち負け分析から売れる戦略を作り上げる
＜儲かって＞
聖域なき収益構造の見える化により、収益改革活動の集中展開
・収益構造を見える化し、世界最適価格で提供できる仕組みづくりを実現する
＜安心できる＞
人を鍛えつつ、ES向上施策の実行
・人材育成に注力しつつ、従業員が永続的に笑顔で働ける会社にする為の施策を実行する
　今後も当社グループは企業価値を高め、株主重視・顧客満足・社会貢献の経営理念を実現するため、環境保全、製
品の安全、コンプライアンス、安全・防災活動を含むリスク管理の徹底、内部統制体制の充実、企業倫理の向上、優
秀な人材の確保と教育強化、社会貢献活動及び適時適切な情報開示等に努めます。
　株主の皆様におかれましては、引き続き一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

　当社グループは、電装品・発電機・冷蔵庫の製造、販売を主な事業としておりますが、各事業の内容は以下のとお
りであります。

事業区分 主要製品・事業内容

電装品 ディーゼルトラック・バス用電装品（スタータ、オルタネータ、ＥＣＵ）、汎用・舶用電装品、油圧
機器用小型ＤＣモータ、その他各種電子製品

発電機 可搬式発動発電機、可搬式発動発電機用発電体
冷蔵庫 各種車両用・船舶用電気冷蔵庫
その他 情報処理関連事業、運送事業他

(6) 主要な営業所及び工場（2019年３月31日現在）

　① 当社の主要な事業所
本社 群馬県太田市
工場 新田工場（本社と同じ）

　② 子会社
株式会社エス･テー･エス 群馬県太田市
エンゲル・ディストリビューション社 オーストラリア　パース市
サワフジ エレクトリック タイランド株式会社 タイ　パトゥムタニー県

(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）

　① 企業集団の使用人の状況
使用人数 前連結会計年度末比増減

898（201）名 △1（29）名
(注) 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）外数で記載しております。

　② 当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

715（179）名 12（32）名 42.0歳 18.8年
(注) 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）外数で記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

　① 当社の主要な借入先の状況
借入先 借入額

株式会社三井住友銀行 150百万円
株式会社群馬銀行  90百万円
三井住友信託銀行株式会社  80百万円
株式会社三菱UFJ銀行  80百万円
株式会社りそな銀行  80百万円
株式会社みずほ銀行  80百万円

　② 子会社の主要な借入先の状況
借入先 借入額

株式会社三井住友銀行 395百万円

2 会社の現況
(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

　① 発行可能株式総数 16,000,000株
　② 発行済株式の総数 4,322,000株（自己株式7,008株を含む）
　③ 株主数 3,298名
　④ 大株主

株主名 持株数 持株比率
日野自動車株式会社 1,307 千株 30.29 %
株式会社デンソー 400 9.27
本田技研工業株式会社 260 6.03
澤藤電機従業員持株会 122 2.84
株式会社三井住友銀行 120 2.78
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 80 1.85
三井住友信託銀行株式会社 60 1.39
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 49 1.15
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 47 1.10
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 45 1.06

（注）持株比率は自己株式（7,008株）を控除して計算しております。
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(2) 会社役員の状況
　① 取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 吉　川　昭　彦 経営全般

代表取締役 内　野　直　明 経営全般、経営部門管掌

取締役 田　島　智　仁 調達、生管、生産部門管掌

取締役 渡　部　尚由紀 営業・サービス部門管掌

取締役 芝　山　　　啓 品質、生産技術部門管掌

取締役 久　野　陽　二 管理部門管掌

取締役 小　俣　英　之 日野自動車株式会社 専務役員

取締役 久米原　宏　之 一般財団法人地域産学官連携ものづくり研究機構リサーチフェロー

取締役 荒　田　鎌　吉 国産機械株式会社 取締役会長

常勤監査役 小　原　賢　二

監査役 佐　藤　真　一 日野自動車株式会社 取締役・専務役員

監査役 篠　原　幸　弘 株式会社デンソー 専務役員
(注) １．取締役小俣 英之氏、久米原 宏之氏及び荒田 鎌吉氏は、社外取締役であります。なお当社は、取締役久米原 宏之氏及び荒田 鎌吉氏を

東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
２．監査役佐藤 真一氏及び篠原 幸弘氏は、社外監査役であります。
３．監査役佐藤 真一氏は、日野自動車株式会社の経理機能の役員をしており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

　② 事業年度中に退任した取締役及び監査役
氏名 退任日 退任事由 退任時の地位

武　藤　　　啓 2018年６月22日 任期満了 常務取締役

曽　根　　　健 2018年６月22日 任期満了 常務取締役

井　上　雅　央 2018年６月22日 任期満了 社外取締役

増　田　裕　司 2018年６月22日 任期満了 取締役

梅　津　　　純 2018年６月22日 任期満了 取締役

24
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③ 取締役及び監査役の報酬等の総額
区分 支給人員 支給額

取締役 12名 175百万円

監査役 2名 22百万円

合　計
(うち社外役員)

14名
(3名)

197百万円
(5百万円)

(注) １．取締役の報酬限度額は1990年６月28日開催の第94回定時株主総会において月額18百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と
決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、1994年６月29日開催の第98回定時株主総会において月額３百万円以内と決議いただいております。
３．支給額には、以下のものも含まれております。

・2019年６月21日開催の第123回定時株主総会において付議いたします役員賞与36,951千円（取締役35,895千円、社外取締役1,056
千円）

・当事業年度に係る役員退職慰労引当金として費用計上した24百万円（取締役21百万円、監査役３百万円）

　④ 社外役員に関する事項
ア．取締役　小俣　英之

ａ．重要な兼職先と当社との関係
日野自動車株式会社は当社の持株比率30.29％の株式を保有しており、当社は同社との間に製品販売等の取
引関係があります。

ｂ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度中に開催した取締役会12回のうち10回に出席し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための助言・提言を行っております。

ｃ．責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額
は、法令の定める最低責任限度額としております。

イ．取締役　久米原　宏之
ａ．重要な兼職先と当社との関係

当社と一般財団法人地域産学官連携ものづくり研究機構との間には特別の関係はございません。
ｂ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会12回のうち12回に出席し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための助言・提言を行っております。

ｃ．責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額
は、法令の定める最低責任限度額としております。
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ウ．取締役　荒田　鎌吉
ａ．重要な兼職先と当社との関係

国産機械株式会社は当社の持株比率0.03％の株式を保有しております。当社と同社との間に製品販売等の
取引関係はありません。

ｂ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度中に開催した取締役会12回のうち12回に出席し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための助言・提言を行っております。

ｃ．責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額
は、法令の定める最低責任限度額としております。

エ．監査役　佐藤　真一
ａ．重要な兼職先と当社との関係

日野自動車株式会社は当社の持株比率30.29％の株式を保有しており、当社は同社との間に製品販売等の取
引関係があります。

ｂ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度中に開催した取締役会12回のうち６回に出席、監査役会12回のうち７回に出席し、経営者とし
ての経験と見識に基づき、発言を行っております。

ｃ．責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額
は、法令の定める最低責任限度額としております。

オ．監査役　篠原　幸弘
ａ．重要な兼職先と当社との関係

株式会社デンソーは当社の持株比率9.27％の株式を保有しており、当社は同社との間に製品販売等の取引関
係があります。

ｂ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度中に開催した取締役会12回のうち11回に出席、監査役会12回のうち12回に出席し、経営者とし
ての経験と見識に基づき、発言を行っております。

ｃ．責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額
は、法令の定める最低責任限度額としております。
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(3) 会計監査人の状況
　① 会計監査人の名称
　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

　② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
報酬額

ア．当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務についての報酬等の額 40百万円

イ．当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 40百万円
(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を

区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記ア.の金額には、これらの合計金額を記載しております。
２．当社の子会社のうち、エンゲル・ディストリビューション株式会社についてはPricewaterhouseCoopers（Australia）、サワフジ エレ

クトリック タイランド株式会社についてはPricewaterhouseCoopers（Thailand）の監査を受けております。
３．監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、社内関係部署から必要な資料

の入手や報告の聴取を通じて、過年度の会計監査人の職務遂行状況並びに監査報酬の推移、また当事業年度の会計監査人の監査計画の内
容及び報酬見積の妥当性を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等の額につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

　③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、法令に定める事由または会計監査人の適格性・独立性を害する事由等の発生により、適正な監査の
遂行が困難であると認められる場合等必要に応じて解任または不再任に関する決定を行います。

(4) 業務の適正を確保するための体制
　当社は、2018年６月15日開催の取締役会において、業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針（「内
部統制システムの基本方針」）を一部改定する決議をいたしました。
　改定後の当該基本方針の内容は次のとおりであります。

　① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．取締役は法令、定款、「社是」、「経営理念」及び「企業倫理綱領」等に則って行動します。
イ．業務分掌、社内規程に基づき、取締役会及び組織横断的な各種会議体で、総合的に検討したうえで意思決定

を行います。また、これらの会議体への付議事項を定めた規程に基づき、適切に付議します。
ウ．企業倫理、コンプライアンス及びリスク管理に関する重要課題と対応について内部統制・コンプラ・リスク

管理委員会等で適切に審議します。また、組織横断的な各種会議体で各機能におけるリスクの把握及び対応
の方針と体制について審議し、決定します。

エ．業務の適法性、妥当性、効率性については、社内規程に基づく内部監査を実施し、その結果やリスク管理状
況を確認し必要な改善を図るとともに、適時適正な情報開示を行います。
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　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報は、関係規程ならびに法令に基づき、各担当部署に適切に保存及び管理させます。

　③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．事業や投資に関わるリスクは、社内規程に従って、取締役会・経営会議等の組織横断的な各種会議体におい

て全社的に管理するとともに、組織担当役員が担当領域については管理します。
イ．安全、品質、環境等のリスクならびにコンプライアンスについて、各担当部署が、必要に応じ、規則を制定

し、あるいはマニュアルを作成し配布すること等により、管理します。
ウ．災害等の発生に備えて、マニュアルの整備や訓練を行うほか、必要に応じて、リスク分散措置及び保険付保

等を行います。

　④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．中長期の経営方針及び年度毎の会社方針を基に、組織の各段階で方針を具体化し、一貫した方針管理を行い

ます。
イ．取締役会及び取締役が、経営の立場から執行側との連携をとりながら経営方針に基づいて執行役員を指揮監

督するとともに、執行役員に各部門における執行の権限を与えて機動的な意思決定を行います。

　⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．従業員に対し、「社是」、「経営理念」及び「企業倫理綱領」の周知徹底を図ります。
イ．業務執行が、社内規程に基づき取締役会、重要事項決裁その他の方法に従って実施されるよう徹底します。
ウ．各組織の業務分掌を明確化するとともに、継続的な改善を図る土壌を維持します。
エ．法令遵守及びリスク管理の仕組みを不断に見直し、実効性を確保します。そのため、各部署が点検し、内部

統制・コンプラ・リスク管理委員会等に報告する等の確認を実施します。
オ．コンプライアンスに関わる問題及び疑問点に関しては、企業倫理ヘルプライン等を通じて、法令遵守ならび

に企業倫理に関する情報の早期把握及び解決を図ります。また、内部通報者に対しては不利益がないよう保
護を図ります。

⑥ 株式会社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制

　グループ共通の行動憲章として、「社是」、「経営理念」及び「企業倫理綱領」を子会社に展開し、グループの
健全な内部統制環境の醸成を図ります。人的交流を通じて「社是」、「経営理念」及び「企業倫理綱領」の浸透も
図ります。
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ア．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制
子会社管理規程及び関連規則を定め、当社における子会社の主管部署は定期及び随時の情報交換を通じて、
当社子会社の業務の適正性と適法性を確認します。グループ経営上の重要事項については当社の取締役会等
において審議します。

イ．子会社の損失の危険の管理に関する規程、その他の体制
子会社に対して、当社のリスク管理に関する規程に基づきリスク管理体制を整え、当社における子会社の主
管部署はリスク情報を収集・評価したうえで、重大なリスクについては担当部署が速やかに対策を検討し、
その状況を当社のしかるべき会議体等にて審議します。

ウ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
子会社の取締役に対して、経営方針、年度事業計画を作成させ、定期的な報告を求めるとともに、子会社管
理規程に基づいた権限規程、業務分掌等の社内規程を定め、それらに基づく適切な権限移譲を行い、業務が
効率的に行われるようにすることを求めます。

エ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
子会社に対して、コンプライアンスに関わる体制の整備及び内部通報窓口の設置を求めます。また、国内子
会社については当社が外部の通報窓口等を設置します。子会社のコンプライアンスの状況について、各種監
査等定期的な点検を行い、内部統制・コンプラ・リスク管理委員会等に報告します。子会社のコンプライア
ンス担当者を対象とした研修会等を適宜開催する等、サポートを実施します。

　⑦ 監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役の職務を補助すべき適切な人数のスタッフを置きます。その人事については、事前に監査役会又は監査役
会の定める常勤監査役の同意を得ます。

⑧ 監査役への報告に関する体制及び当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けないことを確保するための体制

ア．取締役は、主な業務執行について担当部署を通じて適宜適切に監査役に報告するほか、当社または子会社に
著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに監査役に報告します。

イ．取締役、執行役員、使用人は、監査役の求めに応じ、定期的に、また随時監査役に事業の報告をします。
ウ．取締役、執行役員、使用人、または子会社の取締役、監査役、使用人は、監査役の求めに応じ、定期的にま

た随時に、子会社の事業に関する報告を行います。
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エ．監査役への報告をした者について、当該報告をしたことを理由として、不利な取扱いを受けることはない旨
を定めた規程を整備し、取締役、執行役員、使用人に周知徹底します。

　⑨ 監査役の職務執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役の職務の執行に必要となる費用については、監査役が必要と考える金額を適正に予算措置するとともに、
予算措置時に想定し得ない事由のために必要となった費用についても、当社が負担します。

　⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　主要な役員会議体には監査役の出席を得るとともに、監査役による重要書類の閲覧、会計監査人との定期的及び
随時の情報交換の機会、必要に応じた外部人材の直接任用等を確保します。

　上記の基本方針に基づく、体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

・内部統制システム全般
　当社においては、取締役会における経営の監督、ならびに取締役会（１回／月）、経営会議（２回／月）、その他
組織横断的な各種会議体で総合的に検討した上で意思決定すること、及び業務の適法性、妥当性、効率性について内
部統制部が社内規程に基づき内部監査を実施することを内部統制システムの基本としております。
　また、子会社を含めて健全な企業風土を醸成するため、経営陣及び従業員の心構え・行動指針を明確にした「企業
倫理綱領」、「コンプライアンス・ガイドブック」、「サワフジウェイ」を制定しており、従前より取り組んで参り
ました子会社の業務の適正確保体制の整備についても、2015年５月１日の改正会社法に対応し、内部統制システム
の基本方針を明確化し、取り組んでおります。この基本方針に基づく体制整備状況については、常勤の取締役による
評価（４回／年）の実施を含め、継続的な改善を図っております。

・コンプライアンス・リスク管理
　企業倫理の確立及びコンプライアンスの徹底のため、当社は常勤の取締役及び監査役に加え、各機能を担当する部
長で構成される「内部統制・コンプラ・リスク管理委員会」を設置しています。当事業年度に開催（計４回）された
同委員会においては、企業倫理、コンプライアンス及びリスク管理に関する重要課題ならびにその対応について審議
されたほか、当社グループのコンプライアンス活動や内部監査の状況等について報告がなされました。また、コンプ
ライアンスに関する重要情報の早期把握のため、当社における内部通報の仕組みとして社外弁護士を受付窓口とする
「企業倫理ヘルプライン相談窓口」を設置し、運用しております。

30

業務の適正を確保するための体制



2019/05/27 17:30:33 / 18491190_澤藤電機株式会社_招集通知（Ｃ）

　そして、リスクの事前予防及び発生時の初動措置等を定めた社内規程を整備し、さらに各担当部署による個別の統
制活動に加え、「安全衛生・防災委員会」（３回／年）、「環境委員会」（４回／年）等の諸活動を通じて、きめ細
かな統制活動、リスク管理の強化を図っております。また、法令に沿った取締役会議事録等の保管を行うとともに、
社内規程に則り重要事項決裁書等を適切に保存し、閲覧できるよう管理しております。

・職務執行の効率性確保
　中長期の経営方針及び年度毎の会社方針等の重要事項は経営会議において審議の上、取締役会において決定してお
ります。また、組織の各段階で方針を具体化する一貫した方針管理を行い、各部門において機動的な意思決定が行わ
れるよう方針管理・会議体・業務分掌規程等重要規程の見直しを行い業務執行の効率性を確保しております。
　当事業年度においては取締役会を12回、経営会議を31回開催しております。

・グループ管理体制
　子会社の経営上の重要事項に関しては、改訂した「子会社管理規程」に基づき業務執行の監督、監査を行っており、
国内子会社には非常勤取締役及び監査役、海外子会社には、非常勤取締役を派遣しております。また、行動指針や各
種ガイドラインをグループ会社へ提示し、体制構築・運用をしている他、業務の適正確保体制の整備に向け、子会社
と意見交換を行うと共に、各子会社の、①規程類の再整備　②管理体制の強化　③内部通報制度の運用　④内部監査
の強化等を図っております。

・監査役監査の実効性確保
　常勤監査役が全ての取締役会及び経営会議、その他の重要な会議に出席し、適時適切に情報共有を図っております。
また、管理、監査部門は、監査役に重要事項稟議書を回付するとともに、内部監査状況及び内部通報の運用状況につ
いて適宜報告を行っております。監査役の職務を補助するスタッフを配置する他、監査役の職務の執行について生じ
る費用は円滑に支払われており、取締役と監査役、会計監査人と監査役が会合を持ち、意思疎通に努め、必要な情報
交換を行うことで、当社の内部統制システムにおける監査の充実を図っております。
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連結計算書類
連結貸借対照表 (単位：百万円)

科目 第123期
2019年３月31日現在

(ご参考) 第122期
2018年３月31日現在 科目 第123期

2019年３月31日現在
(ご参考) 第122期
2018年３月31日現在

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

その他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

12,296

1,350

5,925

1,920

2,673

325

103

△2

7,311

3,783

1,295

1,195

1,011

281

85

3,443

3,249

176

16

13,026

1,440

6,865

1,799

2,465

294

162

△2

7,954

3,660

1,214

1,132

1,011

302

64

4,229

4,105

62

61

負債の部
流動負債 8,823 9,856

支払手形及び買掛金 5,873 6,207
短期借入金 935 1,388
１年内返済予定長期借入金 20 81
未払法人税等 59 42
賞与引当金 451 442
役員賞与引当金 58 48
製品保証引当金 177 264
その他 1,246 1,380

固定負債 2,127 2,339
長期借入金 0 20
繰延税金負債 0 0
退職給付に係る負債 1,624 1,643
長期未払金 223 429
役員退職慰労引当金 148 115
資産除去債務 129 129

負債合計 10,950 12,195
純資産の部
株主資本 6,659 6,223

資本金 1,080 1,080
資本剰余金 117 117
利益剰余金 5,470 5,034
自己株式 △9 △9

その他の包括利益累計額 1,875 2,482
その他有価証券評価差額金 2,006 2,563
為替換算調整勘定 79 159
退職給付に係る調整累計額 △210 △240

非支配株主持分 122 79
純資産合計 8,657 8,785

資産合計 19,608 20,981 負債・純資産合計 19,608 20,981
(注)１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計年度より適用しており、繰延税
金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、前連結会計年度の金額は
組替え後の金額で表示しております。
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連結損益計算書 (単位：百万円)

科目
第123期

2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで

(ご参考) 第122期
2017年 4 月 1 日から
2018年 3 月31日まで

売上高 31,151 30,868
売上原価 27,696 27,614
売上総利益 3,454 3,254
販売費及び一般管理費 2,783 2,806
営業利益 671 447
営業外収益 201 180

受取利息配当金 123 107
その他 77 72

営業外費用 83 77
支払利息 17 17
為替差損 56 48
その他 9 11

経常利益 788 551
特別利益 35 41

退職給付制度改定益 ー 41
投資有価証券売却益 35 ー
その他 0 0

特別損失 4 129
固定資産処分損 1 16
減損損失 2 46
特別調査費用 ー 61
その他 0 4

税金等調整前当期純利益 820 463
法人税、住民税及び事業税 117 69
法人税等調整額 112 113

当期純利益 589 280
非支配株主に帰属する当期純利益 43 22
親会社株主に帰属する当期純利益 545 257
(注) 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
第123期（2018年４月１日から2019年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2018年４月１日　残高 1,080 117 5,034 △9 6,223

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △107 △107

親会社株主に帰属する当期純利益 545 545

自己株式の取得

連結子会社の清算 △1 △1
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － － 436 － 436

2019年３月31日　残高 1,080 117 5,470 △9 6,659

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

2018年４月１日　残高 2,563 159 △240 2,482 79 8,785

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △107

親会社株主に帰属する当期純利益 545

自己株式の取得

連結子会社の清算 △1
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額（純額） △557 △80 30 △607 43 △564

当連結会計年度変動額合計 △557 △80 30 △607 43 △128

2019年３月31日　残高 2,006 79 △210 1,875 122 8,657
(注) 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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(ご参考)  第122期（2017年４月１日から2018年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2017年４月１日　残高 1,080 117 4,885 △9 6,074

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △107 △107

親会社株主に帰属する当期純利益 257 257

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 149 △0 149

2018年３月31日　残高 1,080 117 5,034 △9 6,223

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係
る 調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

2017年４月１日　残高 2,325 119 △458 1,986 52 8,112

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △107

親会社株主に帰属する当期純利益 257

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 238 40 217 496 27 523

連結会計年度中の変動額合計 238 40 217 496 27 672

2018年３月31日　残高 2,563 159 △240 2,482 79 8,785

(注) 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表 (単位：百万円)

科目 第123期
2019年３月31日現在

(ご参考) 第122期
2018年３月31日現在 科目 第123期

2019年３月31日現在
(ご参考) 第122期
2018年３月31日現在

資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
短期貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具器具備品
土地
建設仮勘定

無形固定資産
ソフトウェア
その他無形固定資産

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
長期貸付金
繰延税金資産
その他投資

10,692
996
96

6,261
750

2,234
291

4
58

△2
6,931
3,271
1,180

56
764
21

233
1,011

3
70
64
5

3,590
3,163

372
43
2
7
0

10,989
1,055

108
6,570

749
2,043

266
72

126
△2

7,670
3,124
1,125

43
682
17

209
1,011

34
62
56
5

4,483
3,978

413
43
1

ー
46

負債の部
流動負債 7,736 8,109

支払手形及び買掛金 5,486 5,729
短期借入金 560 580
１年内返済予定長期借入金 0 0
未払金 497 548
未払費用 272 275
未払法人税等 28 28
未払消費税等 22 7
前受金 7 27
預り金 110 119
賞与引当金 439 426
役員賞与引当金 58 48
製品保証引当金 103 174
設備関係支払手形 144 143
その他 3 -

固定負債 1,770 2,120
長期借入金 0 0
繰延税金負債 － 126
退職給付引当金 1,296 1,273
長期未払金 194 429
役員退職慰労引当金 148 115
資産除去債務 129 129
債務保証損失引当金 ー 45

負債合計 9,507 10,230
純資産の部
株主資本 6,110 5,865

資本金 1,080 1,080
資本剰余金 117 117

資本準備金 117 117
利益剰余金 4,921 4,676

利益準備金 171 171
その他利益剰余金 4,750 4,505

別途積立金 800 800
繰越利益剰余金 3,950 3,705

自己株式 △9 △9
評価・換算差額等 2,006 2,563

その他有価証券評価差額金 2,006 2,563
純資産合計 8,117 8,429

資産合計 17,624 18,660 負債・純資産合計 17,624 18,660
(注)１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度より適用しており、繰延税金資
産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、前事業年度の金額は組替え後
の金額で表示しております。
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損益計算書 (単位：百万円)

科目
第123期

2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで

(ご参考) 第122期
2017年 4 月 1 日から
2018年 3 月31日まで

売上高 29,539 29,014
売上原価 27,097 26,532
売上総利益 2,442 2,482
販売費及び一般管理費 2,077 2,030
営業利益 364 451
営業外収益 207 192

受取利息配当金 135 108
その他 72 83

営業外費用 64 99
支払利息 2 0
為替差損 52 47
関係会社配当金返還額 ー 40
その他 9 10

経常利益 507 543
特別利益 70 41

固定資産売却益 0 0
退職給付制度改定益 ー 41
投資有価証券売却益 35 ー
債務保証損失引当金戻入額 34 ー
その他 ー 0

特別損失 2 172
固定資産処分損 0 0
減損損失 2 46
特別調査費用 ー 61
債務保証損失引当金繰入額 ー 45
関係会社株式評価損 ー 17
その他 ー ー

税引前当期純利益 574 412
法人税、住民税及び事業税 111 38
法人税等調整額 110 117
当期純利益 352 257
(注) 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
第123期（2018年４月１日から2019年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

2018年４月１日　残高 1,080 117 117 171 800 3,705 4,676 △9 5,865

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △107 △107 △107

当期純利益 352 352 352

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 245 245 ー 245

2019年３月31日　残高 1,080 117 117 171 800 3,950 4,921 △9 6,110

評価・換算差額等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2018年４月１日　残高 2,563 2,563 8,429

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △107

当期純利益 352

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △557 △557 △557

事業年度中の変動額合計 △557 △557 △312

2019年３月31日　残高 2,006 2,006 8,117
(注) 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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（ご参考）第122期（2017年４月１日から2018年３月31日まで） (単位：百万円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

2017年４月１日　残高 1,080 117 117 171 800 3,556 4,527 △9 5,716

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △107 △107 △107

当期純利益 257 257 257

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 149 149 △0 148

2018年３月31日　残高 1,080 117 117 171 800 3,705 4,676 △9 5,865

評価・換算差額等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2017年４月１日　残高 2,325 2,325 8,041

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △107

当期純利益 257

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 238 238 238

事業年度中の変動額合計 238 238 387

2018年３月31日　残高 2,563 2,563 8,429
(注) 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月15日

澤藤電機株式会社
取締役会　御中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
指定有限責任社員 公認会計士 出 口 眞 也 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 大 橋 佳 之 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、澤藤電機株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ
とを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、澤藤電機株式会
社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月15日

澤藤電機株式会社
取締役会　御中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
指定有限責任社員 公認会計士 出 口 眞 也 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 大 橋 佳 之 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、澤藤電機株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第
123期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、澤藤電機株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第123期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及

び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部統制部門その他の

使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月15日

澤藤電機株式会社　監査役会

常勤監査役 小 原 賢 二 ㊞
社外監査役 佐 藤 真 一 ㊞
社外監査役 篠 原 幸 弘 ㊞

以　上
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美化邁進活動の推進

SAWAFUJI NEWS

　従業員一人一人が「自分たちの会社」であるとの意
識を高め、環境改善を行う風土づくりの定着を目的と
して、2017年６月に美化邁進委員会を発足しており
ます。
　2018年度は、澤藤庭園の整備、各所の除草、樹木
の剪定、枯葉の清掃等を行い、構内の美しい景観を維
持する活動をいたしました。

　今後も美化邁進委員会を中心に、職場を綺麗にし、環境改善を行ってまいります。従業員満足度向上のための施
策を、従業員自らが率先して取り組むことにより、改善の意識を高め、気持ちよく働ける企業風土を醸成してまい
ります。

枯葉清掃後の美化邁進委員会メンバー

会社敷地内にある澤藤庭園

清掃の様子
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17

17

17

伊勢崎IC（IC出て左折、深谷方面）

北関東自動車道

三和

澤藤電機

太田藪塚IC（IC出て右折）

新田大根町

境町駅

利根川 世良田

上武大橋

新上武大橋

上武道路

深谷バイパス 深谷市蓮沼

上増田
東方

大寄深谷警察署
入口

深谷駅

JR高崎線

澤藤電機澤藤電機 日野
自動車

日野自動車
新田工場

サワフジ看板

(R17)

三ツ木

世良田駅

東武伊勢崎線

上武道路(R17)

東武伊勢崎線

ユニバーサルデザイン（UD）の考えに基づき、
より多くの人へ適切に情報を伝えられるよう配慮した
見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

本社・新田工場
群馬県太田市新田早川町３番地
http://www.sawafuji.co.jp/

群馬県太田市新田早川町３番地
当社本店会議室
TEL　0276（56）7111

■会　場

■株主メモ
事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定時株主総会 ６月下旬
基 準 日 定時株主総会の議決権 ３月31日

期末配当金 ３月31日
公 告 方 法 以下の当社ホームページにて電子公告により行

います。
http://www.sawafuji.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告ができない場合は、日本経済新聞に掲
載して行います。

株 主 名 簿
管 理 人

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 電話 0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の全国各
支店で行っております。

上場金融商品
取 引 所 東京証券取引所

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

●東武伊勢崎線境町駅より、タクシーにて約10分
●ＪＲ高崎線深谷駅より、タクシーにて約30分
●お車でご来場の場合、株主総会会場に駐車場をご用意
してあります。

■交通のご案内

（ご注意）
東武伊勢崎線境町駅には、急行・準急は停まりませんので、各駅停車
をご利用ください。

株主優待制度
■INFORMATION

1．株主優待制度について
　　　毎年3月31日現在の株主名簿に記録された株主様で、かつ100株以上保有する

株主様に対し、QUOカードを年1回、以下の基準により贈呈いたします。
2．優待内容
　　　100株以上1,000株未満保有の株主様 1,000円分
　　　1,000株以上保有の株主様 3,000円分
3．贈呈時期
　　　毎年6月の定時株主総会後に発送いたします。


